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問1 環境問題への対策として、政府が二酸化炭素などの地球温暖化の原因となる物質を排出する企業や個人に対して課税を行い、
その負担を避けるための行動を促すことで、汚染物質の排出を抑制しようとする経済的誘導手法を何というか。 （2022年　全国公立入

試　類似）

1.  環境税 2.  排出権 3.  課徴金 4.  補助金

問2 1930年代の世界恐慌期以降、主要国は金本位制を離脱し、新たな通貨制度へと移行した。この制度では、通貨の発行量が金の
保有量に縛られないため、中央銀行が国内の経済状況に応じて通貨供給量を調節し、景気調整や物価安定のための金融政策を
柔軟に実施することが可能となる。このような通貨制度を何というか。 （2011年　全国公立入試　類似）

1.  金本位制度 2.  複本位制度 3.  銀本位制度 4.  管理通貨制度

問3 日本の公害対策において、被害者の迅速な救済を図るために大気汚染防止法や水質汚濁防止法に導入された、事業者に故意や
過失がなかった場合であっても、発生した被害に対する損害賠償の義務を負わせるという原則を何というか。 （2010年　全国公立入試　

類似）

1.  無過失責任の原則 2.  開発者負担の原則 3.  汚染者負担の原則 4.  原因者負担の原則

問4 日本の中央銀行である日本銀行が果たす役割のうち、国庫金の出納や公債の発行・元利金の支払いなど、政府の資金管理業務
を行う機能を何と呼ぶか。 （2013年　全国公立入試　類似）

1.  銀行の銀行 2.  通貨の安定 3.  政府の銀行 4.  物価の安定

問5 1962年に議会への特別教書において、安全を求める権利、知らされる権利、選択できる権利、意見を聞いてもらう権利からな
る「消費者の四つの権利」を提唱し、世界の消費者保護政策に大きな影響を与えたアメリカ合衆国大統領は誰か。 （2013年　全国公立

入試　類似）

1.  ニクソン 2.  カーター 3.  レーガン 4.  ケネディ

問6 会社法上の持分会社のうち、すべての出資者（社員）が会社の債務に対して直接かつ連帯して無限の責任を負うため、出資者
相互の強い信頼関係が必要とされ、家族経営などの小規模な企業に多く見られる会社形態を何というか。 （2024年　全国公立入試　類似）

1.  合資会社 2.  合同会社 3.  合名会社 4.  株式会社

問7 業務の性質上、その遂行方法や時間配分を大幅に労働者の判断に委ねる必要がある業務において、実際の労働時間に関わら
ず、労使協定などであらかじめ定めた時間分を労働したものとみなす制度を何というか。 （2012年　全国公立入試　類似）

1.  週休二日制 2.  深夜労働制 3.  裁量労働制 4.  交代勤務制

問8 2000年代以降に著しい経済成長を遂げ、世界経済において存在感を高めている新興経済国であるブラジル、ロシア、インド、
中国、南アフリカ共和国の5カ国の頭文字を合わせた総称を何というか。 （2007年　全国公立入試　類似）

1.  NIES 2.  VISTA 3.  BRICS 4.  CIVETS

問9 近年、多様な働き方を実現するための労働時間制度の柔軟化が進められている。このうち、労働者が一定の期間内で総労働時
間を定め、その範囲内で日々の始業・終業時刻を自主的に決定して働くことができる制度を何というか。なお、この制度で
は、必ず勤務しなければならない時間帯（コアタイム）が設けられることもある。 （2023年　全国公立入試　類似）

1.  みなし労働時間制 2.  変形労働時間制 3.  フレックスタイム制 4.  裁量労働制

問10 国民総生産からこの値を差し引くことで国民純生産が算出される、生産活動の過程で摩耗・劣化した建物や機械などの設備価
値の減少分を何というか。 （2019年　全国公立入試　類似）

1.  減価償却費 2.  中間生産物 3.  固定資本減耗 4.  海外純要素所得
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問1 答え 1
環境税

市場メカニズムを利用して環境負荷を低減させる政策手法であり、汚染物質の排出に対して金銭的
な負担を課すことで、企業や消費者に自主的な排出削減を促す。これに対し、排出量の上限を直接
定めて違反者に罰則を科す手法は直接規制、排出枠を市場で取引させる手法は排出量取引（排出権
取引）と呼ばれる。

問2 答え 4
管理通貨制度

金本位制のもとでは、通貨の発行量が中央銀行の保有する金の量に制限されていたため、不況期で
あっても柔軟に通貨供給量を増やして景気を刺激することが困難であった。これに対し、1930年代
の世界恐慌を契機に普及したこの制度では、金の保有量に関係なく、中央銀行が政策的判断に基づ
いて通貨供給量を調節できるため、金融政策の自由度が大きく向上した。

問3 答え 1
無過失責任の原則

日本の公害対策では、被害者救済を迅速に行うため、大気汚染防止法や水質汚濁防止法などにおい
て、事業者に故意や過失がなくても賠償責任を負わせる原則が導入されている。これにより、被害
者は企業の過失を立証することなく賠償を請求することが可能となった。

問4 答え 3
政府の銀行

中央銀行である日本銀行は、「発券銀行」「銀行の銀行」としての役割のほかに、国庫金の出納や
公債に関する事務など、政府の資金管理業務を行う「政府の銀行」としての役割を担っている。日
本政策投資銀行などの政府系金融機関は、この業務を行わない。

問5 答え 4
ケネディ

1962年、アメリカのケネディ大統領は議会への特別教書の中で「消費者の四つの権利」を提唱し
た。これは、安全を求める権利、知らされる権利、選択できる権利、意見を聞いてもらう権利の4
つからなり、それまでの「買い手危険負担（自己責任）」から「売り手責任」へと消費者保護のあ
り方を大きく転換させる契機となった。

問6 答え 3
合名会社

すべての出資者（社員）が無限責任を負う持分会社である。会社が債務を完済できない場合、出資
者は個人の財産を投げ打ってでも債務を弁済する義務を負う。このため、所有と経営が一致してお
り、人的結合度が極めて高い組織に適している。

問7 答え 3
裁量労働制

実際の労働時間ではなく、あらかじめ労使間で定めた時間分を働いたとみなす制度である。研究開
発や企画立案などの専門的な業務や、事業運営の企画・立案・調査・分析を行う業務などに適用さ
れる。

問8 答え 3
BRICS

広大な国土、豊富な天然資源、あるいは膨大な人口を背景に、21世紀に入ってから急速な経済成長
を遂げた主要新興国を指す。インドはこの一員として、豊富なIT人材や内需の拡大を強みに、安定
的かつ持続的な工業生産の成長を維持している。

問9 答え 3
フレックスタイム制

労働基準法に規定されている制度であり、労働者自身が日々の始業・終業時刻を自主的に決定する
ことで、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を図りやすくすることを目的としてい
る。必ず勤務しなければならない「コアタイム」と、その時間帯の間であればいつでも出退勤して
よい「フレキシブルタイム」に分けて運用されることが多い。これに対し、実際の労働時間に関わ
らずあらかじめ労使で定めた時間を労働したものとみなす制度は裁量労働制と呼ばれる。

問10 答え 3
固定資本減耗

生産活動において使用された機械や建物などの固定資本の価値の減少分（企業会計における減価償
却費に相当）を示す。国民総生産からこの固定資本減耗を差し引くことで、新たに生み出された純
粋な価値を示す国民純生産が算出される。


